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1.はじめに
　近時、仮想空間における意匠保護について、欧州では、2022 年に 11 月に、欧州委員会の意匠指令と意匠規則の
改正提案が公表され、注目すべき先行研究も公表されている。米国においては、注目すべき意匠特許の登録例が登
場している。我が国においては、注目すべき先行研究が公表されている。本稿では、これらの近時の動きを踏ま
え、欧州、米国及び我が国の仮想空間における意匠保護について、政策実務、判例及び先行研究を紹介、比較・検
討する。比較・検討にあたって重視する観点は、我が国の注目すべき先行研究（以下、先行研究①）を踏まえ、①
リアルの物品に係る意匠についての意匠権がバーチャルオブジェクト化等に及ぶか（以下、観点①）、②バーチャ
ルオブジェクトを創作した場合、それについて意匠登録を受けることで、意匠法により保護されるか（以下、観点
②）（1）である。
　NFT については、「NFT と意匠法…NFT 以前の問題が大きい（2）」とされていることを踏まえ、本稿では取り上
げていない。
　なお、本稿では、バーチャル空間と仮想空間は同じ意味で用いている（3）。
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要　約
　仮想空間における意匠保護の欧州、米国及び我が国の状況の整理を試みると、リアルの物品に係る意匠につ
いての意匠権がバーチャルオブジェクト化等に及ぶかについては、米国及び我が国の政策実務は否定的と思わ
れるのに対して、欧州においては、CJEUの判例は肯定的と思われる。また、我が国においては、物品の意
匠の実施概念の拡張のメリット、デメリット等が研究されている。
　バーチャルオブジェクトを創作した場合、それについて意匠登録を受けることで、意匠法により保護される
かについては、米国においては、製造物品要件が前提とされているように思われ、我が国においては、対象と
なる画像が操作画像と表示画像に限定されるのに対して、欧州においては、特段の限定なく保護可能と思われ
る提案が欧州委員会から公表されており、EUIPOの政策実務も同様のように思われる。また、我が国におい
ては、画像の意匠の拡張のメリット、デメリット等が研究されている。
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2.欧州、米国及び我が国の仮想空間における意匠保護
　2.1　欧州
　（1）　欧州委員会（European Commission）
　2022 年に 11 月に、欧州委員会は、2020 年 10 月に公表された知的財産行動計画（Intellectual Property Action 
Plan）の実施のための一貫したパッケージを創造するためのステップとして、意匠指令と意匠規則を改正する提案
を公表したが、この改正案がもたらすであろう主な変更は以下の 2 点を含んでいる。

ⓐ “製品の特徴（features）の動作（movement）、移動（transition）又は他の種類のアニメーション” を含む製品
（product）の全体又は部分の外観（appearance）を含む “意匠” の拡大された定義（4）

ⓑ フィジカルな製品（product）においては具体的に表現（embodied）されずにデジタルなフォームで具体化され
る（materialize）オブジェクトである新しい意匠の出現（advent）を含む “製品” の拡大された定義（5）

　これらの提案は、観点②について、バーチャルオブジェクトを創作した場合、それについて意匠登録を受けるこ
とで、意匠法により保護されるとする提案として解釈することも可能なように思われ、対象についても特段の限定
はないように思われる。

　（2）　EUIPO（European Union Intellectual Property Office）（欧州連合知的財産庁）
　EU の Community Design Regulation（以下、CDR）（欧州連合意匠理事会規則）3 条（a）は、「『意匠』とは、
製品の全体又は一部の外観であって、その製品自体及び／又はそれに係る装飾の特徴、特に線、輪郭、色彩、形
状、織り方及び／又は素材の特徴から生じるものをいう（6）。」としているが、これについて、「CDR は外観

（appearance）を明示的に定義せずに、製品自体及び／又はそれに係る装飾の線、輪郭、色彩、形状、織り方及び
／又は素材を含む網羅的でない（non-exhaustive）特徴（features）のリストを提供している（7）。」と解釈しつつ、
外観（appearance）のこの広い定義はデジタル意匠を含むと考えて間違いなさそう（safe to assume）と思われる（8）

とする先行研究（以下、先行研究②）がある。先行研究②は、また、EUIPO の政策実務はこれを確認していると
しており、その例として、2018 年版の Guidelines が、「スクリーンディスプレイとアイコンの意匠だけでなくコン
ピュータプログラムの他の種類の目にみえる（visible）要素の意匠に登録適格がある（eligible）と述べている（9）。」
ことをあげている。
　先行研究②の解釈をとれば、観点②について、バーチャルオブジェクトを創作した場合、それについて意匠登録
を受けることで、意匠法により保護されることになると思われ、対象についても特段の限定はないように思われ
る。また、先行研究②の解釈を取ると、欧州委員会の提案の本稿における解釈は、EUIPO の政策実務を意匠指令
と意匠規則の改正において明文化する動きということになるのではないかと思われる。

　（3）　CJEU（Court of Justice of the European Union）（欧州連合司法裁判所）
　先行研究②は、デジタル化（digitalization）と次元の変更（dimensional change）はしばしば一致するとの認識
のもと、次元の変換（dimensional conversion）（次元の変更と同じ意味と思われる。）には、次元と関係なく保護
が認められる abstract view（ドイツ等）と保護は現実の次元における特定の製造物品に結びつけられるとする
concrete view（イギリス、米国等）という二つの見解があるとしつつ、CJEU は abstract view を選択したので、
非デジタル意匠のデジタル使用が意匠権侵害になり得ると解釈している（10）。先行研究②は、また、2017 年の
Nintendo Co. Ltd v. BigBen Interactive GmbH, BigBen Interactive SA 事件（11）判決で、CJEU が製品の二次元的使
用が意匠権侵害となり得るとしていることが CJEU が abstract view を選択し、デジタル変換も保護することを意
味する（12）としている。この見解は、デジタル化（digitalization）と次元の変更（dimensional change）はしばしば
一致するとの認識のもとに、両者を同視しているように思われる。
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　この解釈をとれば、観点①について、リアル物品に係る意匠についての意匠権がバーチャルオブジェクト化等に
及ぶということになると思われる。

　（4）　欧州のまとめ
　欧州における政策実務の動きとしては、欧州委員会から、観点②について、バーチャルオブジェクトを創作した
場合、それについて意匠登録を受けることで、意匠法により保護され、対象についても特段の限定はない提案とし
て解釈可能と思われる提案が公表されている。
　欧州における注目すべき先行研究としては、先行研究②がある。この研究は、EUIPO の政策実務を、観点②に
ついて、バーチャルオブジェクトを創作した場合、それについて意匠登録を受けることで、意匠法により保護さ
れ、対象についても特段の限定はないと解釈しているように思われる。先行研究②は、また、CJEU の判例を、観
点①について、リアルの物品に係る意匠についての意匠権をバーチャルオブジェクト化等に及ぶと解釈しているよ
うに思われる。この研究の解釈をとれば、欧州委員会の提案の本稿における解釈は、EUIPO の政策実務を明文化
することになるものと思われる。

　2.2　米国
　（1）　USPTO（United States Patent and Trademark Office）（米国特許商標庁）
　米国の政策実務によれば、従来、GUI デザインとアイコンデザインがコンピュータースクリーン、モニター、
その他のディスプレイパネルに表示されることを前提に保護されてきた（13）。この実務の根拠となる製造物品要件

（Article of Manufacture Requirement）（特許法 171 条）とは、意匠は製造物品に適用又は具体化される必要があ
るとする要件であり、コンピューターにより生成された GUI デザインやアイコンデザインがこの要件を満たすた
めには、コンピュータースクリーン、モニター、その他のディスプレイパネルに表示される必要があるとされ
る（14）。この運用は、
　観点②について、バーチャルオブジェクトの創作に関して、GUI デザインとアイコンデザインについては、コ
ンピュータースクリーン、モニター、その他のディスプレイパネルに表示されることを前提に、意匠登録を受ける
ことで、意匠法により保護されると整理できる可能性があると思われる。
　ただ、この製造物品要件について USPTO は、AR/VR を含む新技術においては、フィジカルなディスプレイス
クリーン等の有体物品（tangible article）なしで視覚可能（viewable）であることを踏まえ、運用の見直しを検討
中であり、意見募集の結果をまとめた報告書（Summary of Public Views on the article of manufacture requirement 
of35 U.S.C.§171）を 2022 年 4 月に公表している（15）。
　以上のような状況のもと、先行研究①は、近時、（GUI としてではないと思われる）バーチャル空間上の靴に係
る意匠登録例等が登場している（16）としている。この意匠登録例は、特許の付与日（issue date）を 2023 年 1 月 17
日とし、発明のタイトル（title of the invention）を DISPLAY SCREEN WITH VIRTUAL THREE-DIMENSIONAL 
SHOE OR DIPLAY SYSTEM WITH VIRTUAL THREE DIMENSIONAL SHOE とするものである（17）。この例
は、観点②について、バーチャルオブジェクトの創作に関して、コンピュータースクリーン、モニター、その他の
ディスプレイパネルに表示されることを前提に、意匠登録を受けることで、意匠法により保護される GUI デザイ
ンとアイコンデザイン以外の例として整理できる可能性があると思われる。換言すれば、製造物品要件を前提とし
た上で、保護の範囲を GUI デザインとアイコンデザイン以外に拡大する例として整理できる可能性があると思わ
れる。
　先行研究②は、2.1（3）で上述したように、保護は現実の次元における特定の製造物品に結びつけられるとする
concrete view に米国を分類しており、その例として「米国意匠特許は、製品の特定のタイプに適用される意匠と
して、概念化（conceptualized）すべきである（18）。」とする米国の先行研究を引用している（19）。米国は concrete 
view という前提で考えれば、観点①について、リアル物品に係る意匠についての意匠権がバーチャルオブジェク
ト化等に及ばないということになると思われる。
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　（2）　米国のまとめ
　米国における政策実務の動きとしては、観点②について、バーチャルオブジェクトの創作に関して、コンピュー
タースクリン、モニター、その他のディスプレイパネルに表示されることを前提に、意匠登録を受けることで、意
匠法により保護される GUI デザインとアイコンデザイン以外の例として整理できる可能性がある登録例が登場し
ている。換言すれば、製造物品要件を前提とした上で、保護の範囲を GUI デザインとアイコンデザイン以外に拡
大する例として整理できる可能性がある登録例が登場している。
　先行研究②及びその研究が引用する米国の研究によれば、保護は現実の次元における特定の製造物品に結びつけ
られるとする concrete view に米国が分類されるため、観点①について、リアル物品に係る意匠についての意匠権
がバーチャルオブジェクト化等に及ばないということになると思われる。

　2.3　我が国
　（1）　現在の意匠法における取り扱い
1）　物品の意匠と仮想空間
　観点①に関して、先行研究①は、「現状、リアルな物品の意匠について意匠登録されていても、バーチャル空間
での似たデザインのバーチャルオブジェクトの利用を規制することはできないと思われる（20）。」と指摘している。
この指摘をリアルの物品に係る意匠についての意匠権はバーチャルオブジェクト化等に及ばないと解釈することも
可能と思われる。

2）　画像の意匠と仮想空間
　観点②に関して、政策実務は「意匠法が、意匠権という強力な独占権を付与することを誘因として開発投資を促
進する以上、全ての画像を意匠法上の意匠とすることは適切ではないことから、意匠法第 2 条は、意匠法による保
護の対象となる画像を、機器の操作の用に供されるもの（以下、操作画像）又は機器がその機能を発揮した結果と
して表示されるもの（以下、表示画像）に限ると定義している（21）。」
　また、政策実務は、「テレビ番組の画像、映画、ゲームソフトを作動させることにより表示されるゲームの画像、
風景写真など、機器とは独立した、画像又は映像の内容自体を表現の中心として創作される画像又は映像（以下、
便宜的にコンテンツ）は、操作画像とも表示画像とも認められず、意匠を構成しない（22）。」としている。
　前段及び前々段をまとめて、我が国の注目すべき先行研究（以下、先行研究③ A）は、「画像意匠とコンテンツ
は区別され、前者は意匠法で、コンテンツは著作権法で、それぞれ保護するという原則的な考え方があり、これ
が、意匠法の文言及び意匠審査基準に表れている（23）。」としている。
　また、先行研究③ A と同一著者による先行研究（以下、先行研究③ B）は、「見かけはその内容を表現自体の中
心として創作されたコンテンツに見えるものであっても、その機器との関連性が付与されれば、画像意匠として登
録可能となる可能性がある（24）」として、その例として、バーチャルアシスタント装置操作用画像をあげている（25）。

　（2）　現在の意匠法における取り扱いの問題点等
　（1）2）で上述した画像の意匠と仮想空間に関する現在の意匠法における取り扱いについて、先行研究③ A は、

「画像意匠であるかコンテンツであるか（事案によって両法による重複保護があり得ることを踏まえて言い換える
と、著作権法（のみ）で保護されるか、意匠法で（も）保護されるか）が容易に判断できなければ、結局、創作活
動に対する萎縮的効果が生じるおそれがある（26）。」と指摘しており、また、「この区別は明確とは言い難い（27）。」と
指摘している。

　（3）　意匠法における対応の検討
　意匠法における対応として、先行研究①は、以下のように、画像の意匠の拡張と物品の意匠の実施概念の拡張を
検討している。画像の意匠の拡張は、観点②への対応案、物品の意匠の実施概念の拡張は、観点①への対応案とし
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て整理できる可能性があると思われる。

1）　画像の意匠の拡張
　画像の意匠の範囲の拡大のメリットとして、先行研究①は、デザインの創作者は、必要に応じて、リアルの製品
に係る物品の意匠と、別途そのバーチャルオブジェクトに係る画像の意匠につき、各々意匠登録出願をすれば足り
るので、現状と同じく、有体物の意匠と無体物の意匠の世界を区別した状態を維持できることになる指摘する一方
で、令和元年意匠法改正時の説明からは差し支えるものと思われると指摘している（28）。また、これまで依拠しな
ければ類似となっても侵害にならないという著作権の世界で動いてきた関連業界の文化に大きな変更を迫ることに
なりかねないとの観点から、新たな画像の登録可能類型を設けることには反対する注目すべき指摘（29）がある。

2）　物品の意匠の実施概念の拡張
　物品の意匠の実施概念の拡張（バーチャルオブジェクト化等を実施概念に含めることで、バーチャル空間上のデ
ザインの利用を規制すること）について先行研究①は、①有体物の意匠と無体物の意匠とを切り分けてきた従来の
立場からは大きく逸脱することになるが、画像の意匠の拡張で見た場合と比較して、著作権法との調整は限定的に
なるように思われると指摘しつつ、②物品の意匠の実施概念の拡張を導く考え方の一つとして、リアルの自動車も
バーチャル空間上のデジタルオブジェクトとしての「自動車」も等価の物品と整理することが想定されると指摘す
る一方で、その問題点も指摘しつつ、③外観のみとはいえ当該物品の意匠に係るデザインに類似するバーチャルオ
ブジェクトが利用されている場合にも意匠権を及ぼすことで研究開発投資の回収を容易ならしめることが有効と整
理することが考えられると指摘しつつ、④物品の意匠に係る意匠権を拡張する場合に考慮すべき様々な論点を指摘
している（30）。

　（4）　我が国のまとめ
　現行の意匠法における取り扱いに関する観点①について、先行研究①は、リアルの物品に係る意匠についての意
匠権がバーチャルオブジェクト化等に及ばないとしているように思われる。
　現行の意匠法における取り扱いに関する観点②について、政策実務は、意匠法による保護の対象となる画像が操
作画像表示画像に限定されるとしている。
　意匠法における対応の検討に関する物品の意匠の実施概念の拡張について、先行研究①は、①従来の立場からは
大きく逸脱することになるが、画像の意匠の拡張で見た場合と比較して、著作権法との調整は限定的になるように
思われると指摘しつつ、②考え方の一つとして、リアルの自動車もバーチャル空間上のデジタルオブジェクトとし
ての「自動車」も等価の物品と整理することが想定されると指摘する一方で、その問題点も指摘しつつ、③外観の
みとはいえ当該物品の意匠に係るデザインに類似するバーチャルオブジェクトが利用されている場合にも意匠権を
及ぼすことで研究開発投資の回収を容易ならしめることが有効と整理することが考えられると指摘しつつ、④物品
の意匠に係る意匠権を拡張する場合に考慮すべき様々な論点を指摘している。
　意匠法における対応の検討に関する画像の意匠の拡張について、先行研究①は、現状と同じく、有体物の意匠と
無体物の意匠の世界を区別した状態を維持できることになる指摘する一方で、令和元年意匠法改正時の説明からは
差し支えるものと思われると指摘している。また、これまで著作権の世界で動いてきた関連業界の文化に大きな変
更を迫ることになりかねないとの観点から、新たな画像の登録可能類型を設けることには反対する注目すべき指摘
がある。

　2.4　まとめ
　観点①（リアルの物品に係る意匠についての意匠権がバーチャルオブジェクト化等に及ぶか）については、米国
及び我が国の政策実務は否定的と思われるのに対して、欧州においては、CJEU の判例は、肯定的と解釈可能と思
われる。また、我が国の先行研究は、物品の意匠の実施概念の拡張のメリット、デメリットを検討している。
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　観点②（バーチャルオブジェクトを創作した場合、それについて意匠登録を受けることで、意匠法により保護さ
れるか）については、米国においては、製造物品要件が前提とされているように思われ、我が国においては、対象
となる画像が操作画像と表示画像に限定されるのに対して、欧州においては、特段の限定なく保護との解釈が可能
と思われる提案が欧州委員会から公表されており、EUIPO の政策実務も特段の限定なく保護との解釈が可能のよ
うに思われる。また、我が国の先行研究は、画像の意匠の拡張のメリット、デメリットを検討している。

3.おわりに
　本稿においては、欧州、米国及び我が国の仮想空間における意匠保護について、政策実務、判例及び先行研究を
紹介、比較・検討した上で、二つの観点からの整理を試みた。
　本稿がこの問題に関心を持つ方々に議論の素材を提供する等の形で、何らかの参考になれば幸いである。

※　本稿は筆者個人の見解であり、筆者の所属する組織の見解ではありません。
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